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＜参考＞ 

１．国際勧告等との関連 

 本標準は、１９９３年３月に開催された世界電気通信標準化機構（ＷＴＳＣ－９３）において承認された

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．９２０に準拠したものである。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 

 上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対する本標準の追加項目等は以下のとおりである。 

 すなわち、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告では、〈レイヤ２同位間の情報転送に必要なリンクパラメータの初期設定

方法〉として、 

 (a) デフォルト値で行う。 (b) ＸＩＤフレームによる相手との交渉値で行う。の２つの方法から選択で

きる（オプション）規定となっている。 

（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．９２０ 4.4 節、５章参照） 

しかし、ＴＴＣとしては、(a)のデフォルト値を用いて行う方法を標準化する。 

その理由及び補足説明は、標準ＪＴ－Ｑ９２１〈参考〉２項(1)を参照のこと。 

 

３．改版の履歴 

 

 
版 数 発  行  日 改 版 内 容 

 
第１版 昭和６２年 ４月２８日 制 定 

 
第２版 昭和６３年 ５月３１日 誤記の訂正、表現の適正化 

 
第３版 平成 ２年 ４月２５日 対応する国際標準の正式制定に伴なう修正 

 
第４版 平成 ５年１１月２６日 対応する国際標準の正式制定に伴なう修正 

 

４．工業所有権   

 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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１．概　要

　注－　本標準は、本来、標準ＪＴ－Ｑ９２１のプロトコルの概要／概説をのべるために書かれていた。

標準ＪＴ－Ｑ９２２の序文とともに、標準ＪＴ－Ｑ９２Ｘシリーズで規定された、データリンクプ

ロトコル手順に対する、一般的な序文として標準ＪＴ－Ｑ９２０を発展させる必要がある。現在の

標準ＪＴ－Ｑ９２１に独自に適用されている標準ＪＴ－Ｑ９２０を、これらの見地を適切に展開す

るのは今後の検討課題である。

本標準は、Ｄチャネル上でのリンクアクセス手順（ＬＡＰＤ）の概要を述べる。

本標準で規定するプロトコルの他のチャネル種別への適用は今後の課題である。

詳細は標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕に述べる。

　ＬＡＰＤの目的は、Ｄチャネルを用いてＩＳＤＮユーザ・網インタフェースを介してレイヤ３エンティ

ティ相互間の情報を転送することである。

ＬＡＰＤの規定には、以下の原則と用語を用いる。

－ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００〔３〕およびＸ．２１０〔４〕－開放型システム間相互接続（ＯＳＩ）の

参照モデルとレイヤサービス規定。

－標準ＪＴ－Ｘ２５〔５〕－Ｘ．２５パケットモード端末インタフェース。

－ＩＳＯ　３３０９〔６〕およびＩＳＯ　４３３５〔７〕－フレーム構成、手順要素に対するハイレベ

ルデータリンク制御（ＨＤＬＣ）標準。

　直後ユーザ・ユーザ通信をする場合（例えば、専用回線上のＰＢＸ－ＰＢＸ通信）、または公衆網私設

網が混在する場合に、ＬＡＰＤを適用するには、隣接するデータリンクエンティティを明示しなければな

らない。直後のユーザ・ユーザ通信においては、静的割当（ＬＡＰＤ手順外）は、ユーザ・網の関係を確

立するために利用され得る。公衆網／私設網が混在する通信においては、公衆網は網側と仮定し、私設網

はユーザ側と仮定する。

ＬＡＰＤは、ＯＳＩアーキテクチャのデータリンクレイヤで動作するプロトコルである。

データリンクレイヤと他のプロトコルレイヤの関係はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．３２０〔８〕で規定される。

注１：物理レイヤは、現時点では標準ＪＴ－Ｉ４３０〔９〕及び標準ＪＴ－Ｉ４３１〔10〕で規定され、

レイヤ３は標準ＪＴ－Ｑ９３０〔11〕，標準ＪＴ－Ｑ９３１〔12〕，標準ＪＴ－Ｘ２５〔５〕で

規定される。ＩＳＤＮユーザ・網インタフェースを介するプロトコルと手順の完全な規定のため

にこれらの勧告及び標準を参照する必要がある。

注２：「データリンクレイヤ」という用語が本標準の本文で用いられるが、図表では主に「レイヤ２」

及び「Ｌ２」を簡易表現として用いる。さらに、標準ＪＴ－Ｑ９３０〔11〕，標準ＪＴ－Ｑ９３

１〔12〕での表現に従って、「レイヤ３」をデータリンクレイヤの上位のレイヤを意味するのに

用いる。

ＬＡＰＤは伝送ビット速度とは独立である。全二重でビット透過なＤチャネルが用いられる。
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Ｄチャネルの特性は標準ＪＴ－Ｉ４１１〔13〕で規定される。

以下の第２章では、本標準及び標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕で用いられる基本概念について述べる。第３

章では、ＬＡＰＤの機能と手順の全体像について記述する。

第４章では、データリンクレイヤがレイヤ３に提供するサービスとデータリンクレイヤが物理レイヤに

要求するサービスについて要約する。

第５章では、データリンクレイヤ構成の全体像を規定する。

２．概念と用語

ＯＳＩ参照モデルにおける基本的な構成技術は階層（レイヤ）化である。

この技術により、応用プロセス間の通信は、理論的に図１／ＪＴ－Ｑ９２０に示すように、縦の順に表

わされる順序づけられたレイヤに分割してとらえることができる。

システムマネジメント

LM 最上位レイヤ

LM （Ｎ＋１）レイヤ

LM （Ｎ）レイヤ

LM （Ｎ－１）レイヤ

LM 最下位レイヤ

ＬＭ：Layer　Management （図１０／ＪＴ－Ｑ９２０参照）

 (ITU-T Q.920)

図１／ＪＴ－Ｑ９２０　階　層　化

(ITU-T Q.920)

　データリンクレイヤサービスアクセスポイント（ＳＡＰ）は、データリンクレイヤがレイヤ３にサービ

スを提供する点である。各データリンクレイヤＳＡＰには、１つ以上のデータリンクコネクションエンド

ポイントが対応する（図２／ＪＴ－Ｑ９２０）。１つのデータリンクコネクションエンドポイントは、レ

イヤ３からはデータリンクレイヤコネクションエンドポイント識別子によって識別され、データリンクレ

イヤからはデータリンクコネクション識別子（ＤＬＣＩ）によって識別される。

　エンティティは各レイヤに存在する。同じ目的を実現するために情報の交換を必要とする異なるシステ

ム内の同一レイヤエンティティは“同位エンティティ”と呼ばれる。隣接するレイヤのエンティティ相互

は、共通の境界を介して動作する。データリンクレイヤによって提供されるサービスはデータリンクレイ

ヤと物理レイヤによって提供されるサービスと機能の組合せとなる。
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図２／ＪＴ－Ｑ９２０　エンティティ、サービスアクセスポイント

(ITU-T Q.920) 及びエンドポイント

　データリンクレイヤエンティティ相互間の動作は本レイヤに対して規定された同位間プロトコルによっ

て規定される。２つ以上のレイヤ３エンティティの間での情報交換を実現するために、データリンクレイ

ヤ内でデータリンクプロトコルを用いてレイヤ３エンティティ間の対応関係が確立される必要がある。こ

の関係はデータリンクコネクションと呼ばれる。データリンクコネクションは、データリンクレイヤによ

り２つ以上のＳＡＰ間で提供される。（図３／ＪＴ－Ｑ９２０参照）

　データリンクレイヤプロトコルデータユニット（ＰＤＵ）はデータリンクエンティテイ相互間を物理

サービスデータユニット（ＳＤＵ）を利用して、物理コネクションによってはこばれる。

　レイヤ３は、データリンクレイヤからのサービスをサービスプリミティブを介して要求する。データリ

ンクレイヤと物理レイヤとの相互動作も同じである。プリミティブはデータリンクレイヤとそれに隣接す

るレイヤの論理的な情報及び制御の交換を概念的に表わすものである。以上のことは、インプリメントを

規定したり強制したりするものではない。

レイヤ３ レイヤ３

エンティティ エンティティ

データリンクレイヤサービス

アクセスポイント

データリンクコネクション

エンドポイント

データリンクコネクション

図３／ＪＴ－Ｑ９２０　同位間の関係

(ITU-T Q.920)

レイヤ３

データリンクレイヤ

レイヤ３
エンティティ

データリンクレイヤサービス
アクセスポイント

データリンクコネクション
エンドポイント

データリンク
レイヤ

エンティティ
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　データリンクレイヤと隣接するレイヤとの間で交換されるプリミティブは以下の４種類である。（図４

／ＪＴ－Ｑ９２０）。

注．同様な考え方が、データリンクレイヤと物理レイヤ相互動作にも適用される。

図４／ＪＴ－Ｑ９２０　プリミティブ動作シーケンス

(ITU-T Q.920)

　「要求」プリミティブは、上位レイヤが隣接する下位レイヤのサービスを要求するときに用いる。

　「表示」プリミティブは、サービスを提供するレイヤが隣接する上位レイヤに対してサービスに関連し

た何らかの動作を通知するために用いられる。

　「表示」プリミティブは、同位エンティティにおいて「要求」プリミティブに関連する下位レイヤの動

作の結果であり得る。

　「応答」プリミティブは、上位レイヤが下位レイヤからの「表示」プリミティブの受信を確認するのに

用いる。

　「確認」プリミティブは、要求されたサービスを提供するレイヤでプリミティブの動作が完了したこと

を確認するのに用いる。

　レイヤ間の相互動作は、標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕で規定する。

　情報は様々な種類のデータユニットによって同位エンティテイ相互間もしくは特定のＳＡＰを介した隣

接レイヤ内のエンティテイ相互間を転送される。（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２００　５．６節参照）

応答表示要求

SAP

レイヤ３

確認

データリンクレイヤ

データリンクレイヤ

同位間プロトコル

(a)　要求

(b)　表示

(c)　応答

(d)　確認
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　データユニットには、以下の２種がある。

　　－同位間プロトコルのプロトコルデータユニット（ＰＤＵ）

　　－インタフェースデータユニット（ＩＤＵ）。これらは、コネクションの末端にある同位エンティ

ティに関する情報、または、状態や特定のサービス要求に関するレイヤ間の情報というようなロー

カルに定義される情報を含むことが可能である。

　レイヤ３同位間プロトコルのメッセージユニット（ＰＤＵ）はサービスデータユニット（ＳＤＵ）の形

で、データリンクコネクションによって運ばれる。状態や特定のサービス要求に関するレイヤ間の情報を

含むインタフェースデータ（ＩＤＵ）の内容はローカル定義され、データリンクコネクションもしくは物

理コネクションを介して運ばれることはない。

　本標準は以下を規定する。（図５／ＪＴ－Ｑ９２０）。

　 (a) 　データリンクレイヤサービスアクセスポイントの任意の対の間の情報転送及び制御のための同位

間プロトコル。

　 (b) 　データリンクレイヤとレイヤ３の間及びデータリンクレイヤと物理レイヤの間の相互動作。

レイヤ３

エンティティ

レイヤ３

エンティティ

データリンクレイヤ

サービスアクセスポイント

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ/

ﾚｲﾔ 3 間ﾌﾟﾘﾐﾃｨﾌﾞ

データリンク

レイヤ

データリンクレイヤ データリンク

レイヤ

エンティティ 同位間プロトコル エンティティ

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ/

物理ﾚｲﾔ 間

ﾌﾟﾘﾐﾃｨﾌﾞ

物理レイヤ

エンティティ

物理レイヤ

エンティティ

物理コネクション

図５／ＪＴ－Ｑ９２０　データリンクレイヤ参照モデル

 (ITU-T Q.920)

物理レイヤサービス

アクセスポイント
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３．ＬＡＰＤ機能と手順の全体像の記述

3.1　概　要

　ＬＡＰＤの目的はレイヤ３エンティティ相互間の情報を、Ｄチャネルを用いてＩＳＤＮユーザ・網イン

タフェースを介して転送することである。特にＬＡＰＤは以下についてサポートする。

－ユーザ・網インタフェースにおける複数端末接続。

－複数レイヤ　３エンティティ。

　全てのデータリンクレイヤプロトコルデータユニット（ＰＤＵ）はフラグ（フラグは一義的に定まる

ビットパターンである）によって挟まれたフレームで転送される。フレーム構成は標準ＪＴ－Ｑ９２１

〔１〕で規定される。

ＬＡＰＤは以下の機能を持つ。

(a)　Ｄチャネル上の一つ以上のデータリンクコネクションの提供。データリンクコネクション相互の識

別は各フレームに含まれるデータリンクコネクション識別子（ＤＬＣＩ）によって実現される。

(b)　フレームの境界識別、配列、透過性によってＤチャネル上を伝送されるビットシーケンスをフレー

ムとして認識する。

(c)　シーケンス制御によりデータリンクコネクション上のフレームの順番を維持する。

(d)　データリンクコネクションにおける伝送、フォーマット、動作の各誤りを検出する。

(e)　検出された伝送、フォーマット、動作の各誤りから回復する。

(f)　マネジメントエンティティに回復不可能な誤りの通知をする。

(g)　フロー制御をする。

　データリンクレイヤ機能は複数の組となったデータリンクコネクションエンドポイント相互間の情報転

送の手段を提供する。情報転送はポイント・ポイントデータリンクコネクション又は放送形式データリン

クコネクションを介して実現される。

　ポイント・ポイント情報転送の場合、１つのフレームは１つのエンドポイント宛に送られ、放送形式の

情報転送の場合、１つのフレームは１つ以上のエンドポイント宛に送られる。
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　図６／ＪＴ－Ｑ９２０はポイント・ポイント情報転送の３つの例を示し、図７／ＪＴ－Ｑ９２０は、放

送形式の情報転送の例を示す。

(a)

(b)

(c)

データリンクコネクション

物理コネクション

ＥＴ　：交換機終端

ＮＴ　：網終端

ＴＥ　：端末装置

ＳＡＰ：サービスアクセスポイント

図６／ＪＴ－Ｑ９２０　ポイント・ポイントデータリンクコネクション

(ITU-T Q.920)

E
T

/N
T

2

網側ユーザ側

ET/NT2TE

ET/NT2TEレイヤ３

レイヤ３ ET/NT2

ET/NT2

ET/NT2

SAPx

TE(1)

TE(2)

TE(2)

TE(2)

TE(2)

TE(1)

TE(1)

TE(1)レイヤ３

SAPx

SAPxSAPx

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ
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図７／ＪＴ－Ｑ９２０　放送形式データリンクコネクション

(ITU-T Q.920)

　データリンクレイヤの動作には、レイヤ３の情報転送の方法として、非確認形、確認形という２つの種

別が規定される。これらの動作は１つのＤチャネル上に共存し得る。

3.2　非確認形動作

　このタイプの動作では、レイヤ３情報は非番号制情報（ＵＩ）フレームで伝送される。ＵＩフレームは

データリンクレイヤでは、送達確認されない。たとえ伝送、フォーマットの各誤りが、検出された場合で

も、誤り回復の機構は規定されない。フロー制御機構も規定されない。

　非確認形動作はポイント・ポイント及び放送形式の情報転送に適用できる。

　即ち、ＵＩフレームは特定のエンドポイントに送ることもできるし、特定のサービスアクセスポイント

識別子（ＳＡＰＩ）に対応した複数のエンドポイントにも放送できる。

3.3　確認形動作

　このタイプの動作では、レイヤ３情報は、データリンクレイヤで確認されるフレームによって伝送され

る。

　確認されていないフレームを再送することによる誤り回復手順が規定される。

　データリンクレイヤで回復できない誤りの場合、マネジメントエンティティへ通知される。フロー制御

手順も規定される。

　確認形動作は、ポイント・ポイントの情報転送に適用される。

　レイヤ３の情報は番号制情報（Ｉ）フレームで送られる。同時にいくつかのＩフレームがアウトスタン

ディング状態になっていることがある。

　マルチフレーム動作は、拡張非同期平衡モード設定（ＳＡＢＭＥ）コマンドを用いたマルチフレーム設

定手順によって開始される。

レイヤ３

ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸﾚｲﾔ

網側ユーザ側

ET/NT2

SAPx

TE(1)

TE(2)

ET/NT2TE(2)TE(1)

SAPxSAPx

ＢＢＢ

データリンクコネクション

物理コネクション

Ｂ：放送形式
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3.4　情報転送モードの設定

　Ｄチャネル上で複数のデータリンクレイヤプロトコルの同時動作を可能にするために、各プロトコルに

対して、アドレス空間を割り当てなければならない。レイヤ２のアドレス空間の割り当ては、表１／ＪＴ

－Ｑ９２０に示す通りである。

表１／ＪＴ－Ｑ９２０　レイヤ２プロトコルのレイヤ２アドレス空間の割り当て

(ITU-T Q.920)

ﾚｲﾔ２ｱﾄﾞﾚｽﾌｨｰﾙﾄﾞの第一ｵｸﾃｯﾄの数値 割り当てられる手順

０　　－　３１ ＪＴ－Ｑ９２１及びＪＴ－Ｑ９２２

３２　－　６２ ＪＴ－Ｑ９２２

６３ ＪＴ－Ｑ９２１及びＪＴ－Ｑ９２２

3.4.1　データリンクコネクション識別

　１つのデータリンクコネクションは各フレームのアドレスフィールドに含まれる１つのデータリンクコ

ネクション識別子（ＤＬＣＩ）によって識別される。

　データリンクコネクション識別子はデータリンクコネクションの両端においてコネクションエンドポイ

ント識別子と対応づけられる。（図８／ＪＴ－Ｑ９２０）

　コネクションエンドポイント識別子はデータリンクレイヤとレイヤ３の間を転送されるインタフェース

データユニットを識別するのに用いられる。コネクションエンドポイント識別子はＳＡＰＩとコネクショ

ンエンドポイントサフィックス（ＣＥＳ）から構成される。

　ＤＬＣＩは、ＳＡＰＩと端末終端点識別子（ＴＥＩ）の２つの要素からなる。

　ＳＡＰＩは、ユーザ・網インタフェースの網側またはユーザ側のサービスアクセスポイントを識別する

のに用いられる。

　ＴＥＩは、サービスアクセスポイント内の特定のコネクションエンドポイントを識別するのに用いられ

る。

　ＴＥＩは、もしユーザ装置がＴＥＩ自動割当に属する場合は網により割当てられ、もしユーザ装置がＴ

ＥＩ非自動割当てに属する場合は、例えばユーザあるいは製造業者によって、装置内へ設定される。（節

3.4.3 参照）。

　ＤＬＣＩは純粋なデータリンクレイヤの概念である。したがって、データリンクレイヤエンティティ内

部で使用されるものでありレイヤ３エンティティやマネジメントエンティティでは認識されない。これら

後者のエンティティでは代わりにコネクションエンドポイント識別子（ＣＥＩ）という概念が用いられる。

　ＣＥＩはＳＡＰＩ情報とＣＥＳと呼ばれる参照値で構成される。ＣＥＳの値は、データリンクレイヤエ

ンティティを指定するためにレイヤ３やマネジメントエンティティが選択する。このデータリンクレイヤ

エンティティがＴＥＩを認識すると内部的にＤＬＣＩとＣＥＩを対応づける。レイヤ３及びマネジメント

エンティティはＣＥＩを用い同位エンティティを指定する。
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3.4.2　データリンク状態

　１つのポイント・ポイントデータリンクは３つの基本状態のいずれかにある。

　(a)　ＴＥＩ非割当状態：この状態ではＴＥＩは割当てられていない。いかなるレイヤ３情報転送も不可

能である。

　(b)　ＴＥＩ割当状態　：この状態ではＴＥＩはＴＥＩ割当手順により割当てられている。非確認形情報

転送が可能である。

　(c)　マルチフレーム設定状態：この状態は、マルチフレーム設定手順により確立される。確認形及び非

確認形情報転送が可能である。

　注．標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕における手順の詳細記述のためには上記の基本状態の拡張したものが必

要である。

　放送形式データリンクエンティティは、常に非確認形情報転送のみ可能な情報転送状態（すなわち、Ｔ

ＥＩ割当状態）で存在する。
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放送形式データリンク（Ｂ）

ポイント・ポイントデータリンクコネクション

ＤＬＣＩ（データリンクコネクション識別子）＝ＳＡＰＩ＋ＴＥＩ

ＣＥＩ（コネクションエンドポイント識別子）＝ＳＡＰＩ＋ＣＥＳ

（注１）本図にはマネジメントエンティティは示してはいない。

（注２）ＳＡＰＩ値及びＴＥＩ値の選択は標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕の各々節３．３．３と節３．３．４

に基づいている。

図８／ＪＴ－Ｑ９２０　ＳＡＰＩ，ＴＥＩ及びＤＬＣＩの関係の全体像

(ITU-T Q.920)

網側ユーザ側

B 1 B 1 2 3 2 1 B 1 B

ET/NT2加入者宅内装置

CES

TE(2)TE(1)

ﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀﾊﾟｹｯﾄﾃﾞｰﾀ 信号情報信号情報信号情報

B 1

１６０００１６

SAP

識別子

ﾃﾞｰﾀ

ﾘﾝｸ

ﾚｲﾔ

ﾃﾞｰﾀ

ﾘﾝｸ

ﾚｲﾔ

ﾃﾞｰﾀ

ﾘﾝｸ

ﾚｲﾔ

TEI=3

TEI=8

TEI=127

TEI=88

TEI=127

TEI=88

TEI=127

D ﾁｬﾈﾙ

SAPI=16SAPI=0
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3.4.3　ＴＥＩ管理

　ＴＥＩ割当手順の目的は１つのユーザ装置内でデータリンクレイヤエンティティがデータリンクコネク

ションを介してこの後通信を行なうために用いるＴＥＩ値をその装置が得ることである。

　割当られたＴＥＩ値は通常１つのユーザ装置において全てのＳＡＰ（２つ以上あれば）に対して共通で

ある。この手順は概念的にマネジメントエンティティにおけるものである。

　ＴＥＩを割当られるとユーザ装置は各ＳＡＰにおいてＴＥＩとＣＥＳを関係づける（すなわち、ＤＬＣ

ＩはＣＥＩに関係づけられる）。網側では、割当られたＴＥＩを含む最初のフレームを受信した時あるい

はＴＥＩ割当と同時に上記に相当する関係づけがなされる。

　この時点で、データリンクレイヤ同位間関係が形成される。

　ＤＬＣＩとＣＥＩとの関係づけの解除は、ＴＥＩ値がもう有効でないと認識した時にマネジメントエン

ティティが要求するＴＥＩ解除手順によりなされる。

　ＴＥＩ割当状態あるいはマルチフレーム設定状態において、ＴＥＩの状態をチェックするため（たとえ

ばユーザ装置がインタフェースからすでに切り離されているか等を調べるのに）網によりＴＥＩチェック

手順が用いられ得る。オプションとして、ユーザ装置が網側にＴＥＩチェック手順の開始を要求すること

ができる。

　ＴＥＩ割当手順、チェック手順及び解除手順の開始基準例は標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕に記述されてい

る。

　注．この章ではＤＬＣＩとＣＥＩの関係を確立したり、解除したりする基準を完全には規定しないこと

とする。

3.4.4　マルチフレーム動作の設定

　ポイント・ポイントの確認形情報転送が可能となる以前にＳＡＢＭＥフレームと非番号制確認（ＵＡ）

フレームの送受が必要である。

　マルチフレーム設定手順は標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕で詳細に規定されている。

４．サービスの特性

4.1　概　要

　データリンクレイヤは、レイヤ３とレイヤ２コネクションマネジメント及びレイヤマネジメントエン

ティティにサービスを提供し、物理レイヤとレイヤマネジメントから提供されるサービスを利用する。レ

イヤ３とレイヤマネジメントに提供されるデータリンクレイヤサービスの厳格な記述が各々、節４．２と

節４．３に示されている。データリンクレイヤに提供されるレイヤマネジメントサービスは、節４．４に

示されている。

　注．ＯＳＩ参照モデルにおける異なるレイヤ間の通信は、レイヤの境界を介したプリミティブによって

なされる。本標準中のデータリンクレイヤプリミティブは、抽象的には、データリンクレイヤと隣

接するレイヤとの間の情報と制御の論理的なやりとりを意味する。それらは、インプリメントを規

定したり強制したりするものではない。
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4.2　レイヤ３へ提供するサービス

　レイヤ３との相互動作（プリミティブ）の規定は、データリンクレイヤと物理レイヤとでレイヤ３へ提

供するサービスをレイヤ３の観点から見たものとして記述されている。

　情報転送サービスの２つの形式がレイヤ３と関連付けられる。第１は、データリンクレイヤにおける非

確認形情報転送に基づくものであり、第２は、データリンクレイヤにおける確認形情報転送に基づくもの

である。

　レイヤ２ＳＤＵの形式でレイヤ２に引き渡されるレイヤ３ＰＤＵは、各々のレイヤ２の優先順位に従っ

て取扱われる。

　（５．２節参照）

4.2.1　非確認形情報転送サービス

　注　この場合の情報転送では、データリンクレイヤでの送達確認は行なわれない。確認手順は、上位の

レイヤにおいて提供され得る。

　情報転送は、放送形式又は、ポイント・ポイントのデータリンクコネクションによって行なわれる。

　非確認形情報転送サービスの特徴は、以下の様にまとめられる。

　(a)　レイヤ３で利用可能なＳＤＵを伝達する為のレイヤ２内のＰＤＵの非確認形情報転送のために、レ

イヤ３エンティティ相互間へ１つのデータリンクコネクションを提供すること。

　(b)　データリンクコネクションエンドポイントを識別すること。

　(c)　同位のデータリンクレイヤエンティティ範囲内ではＰＤＵの到達を検証しないこと。

　非確認形情報転送サービスに関係するプリミティブは以下のものである。

ＤＬ－ユニットデータ－要求／表示

ＤＬ－ユニットデータ－要求プリミティブは、非確認形情報転送サービスの手順を用いてＳＤＵを送信

することを要求するのに用いられる。ＤＬ－ユニットデータ－表示プリミティブは、非確認形情報転送

サービスにより受信されたＳＤＵの到達を表示する。

4.2.2　確認形情報転送サービス

　確認形情報転送サービスの特徴は、以下の様にまとめられる。

(a) 　レイヤ３で利用可能なＳＤＵを伝達する為のレイヤ２内のＰＤＵの確認形情報転送のためにレイ

ヤ３エンティティ相互間へ１つのデータリンクコネクションを提供すること。

(b) 　データリンクコネクションエンドポイントを識別すること。

(c) 　通常状態では、データリンクレイヤＳＤＵの順序を保存すること。

(d) 　順序の欠落等の異常を同位エンティティに通知すること。

(e) 　データリンクレイヤで検出された回復不能な誤りをマネジメントエンティティに通知すること、

および

(f)　フロー制御。
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確認形情報転送サービスに関係するプリミティブは、以下の通りである。

（ⅰ）データ転送

ＤＬ－データ－要求／表示

　ＤＬ－データ－要求プリミティブは、ＳＤＵを確認形情報転送サービスの手順を用いて送信する

ことを要求するのに用いられる。ＤＬ－データ－表示プリミティブは確認形情報転送サービスを用

いて受信されたＳＤＵの到達を表示する。

（ⅱ）マルチフレーム動作の設定

ＤＬ－設定－要求／表示／確認

　これらのプリミティブは、各々２つのサービスアクセスポイント間のマルチフレーム動作の設定

を要求，表示及び確認するのに用いられる。

（ⅲ）マルチフレーム動作の終了

ＤＬ－解放－要求／表示／確認

　これらのプリミティブは、各々２つのサービスアクセスポイント間のマルチフレーム動作の終了

を要求，表示及び確認するのに用いられる。

4.3　レイヤマネジメントに提供されるサービス

　データリンクレイヤマネジメントが同位レイヤマネジメントとの通信を可能とするために、非確認形情

報転送サービスのみがレイヤマネジメントに提供される。

　注　この場合、情報転送の確認は、データリンクレイヤでは行なわれない。確認手順は、レイヤマネジ

メントにより提供される。

　情報転送は放送形式コネクションによって行なわれるが、原理的にはポイント・ポイントコネクション

による情報転送も可能である。（ただし、標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕ではポイント・ポイントコネクショ

ンを介した情報転送の適用についてはふれていない。）

　非確認形情報転送サービスの特徴は以下の様にまとめられる。

(a) 　レイヤマネジメントが利用可能なＳＤＵを伝達する為のレイヤ２内のＰＤＵの非確認形情報伝送

を行うために、レイヤマネジメントエンティティ間にデータリンクコネクションを提供すること。

(b) 　データリンクコネクションエンドポイントを識別すること。

(c) 　データリンクレイヤ同位間内では、ＰＤＵの到達を検証しないこと。

　レイヤマネジメントのための非確認形情報転送サービスに関係するプリミティブは以下のものである。

　ＭＤＬ－ユニットデータ－要求／表示

　ＭＤＬ－ユニットデータ－要求プリミティブは、レイヤマネジメントのために、非確認形情報転送サー

ビスの手順を用いてＳＤＵを送信することを要求するのに用いられる。ＭＤＬ－ユニットデータ－表示プ

リミティブは、非確認形情報転送サービスを用いて受信したＳＤＵの到達をレイヤマネジメントに表示す

るのに用いられる。
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4.4　管理サービス

　現時点では管理サービスの特徴は以下の様にまとめられる。

(a) 　ＴＥＩ値の割当、チェック、解除

(b) 　データリンクコネクションのパラメータ渡し（コネクション単位でのオプションのサービス）

＜本手順は標準の対象外＞

　このサービスは、概念的には、ユーザ側又は網側のどちらかにおいてレイヤマネジメントにより提供さ

れると考えられる。これらの管理機能はサービスプリミティブにより記述される。

　このサービスに関係したプリミティブは以下の通りである。

　（ⅰ）ＴＥＩ値の割当

ＭＤＬ－割当－要求／表示

　ＭＤＬ－割当－表示プリミティブは、レイヤマネジメントにＴＥＩ値が必要な事を表示するのに

用いられる。ＭＤＬ－割当－要求プリミティブは、ユーザ側データリンクレイヤエンティティが網

側データリンクレイヤエンティティと通信を開始できる様に、レイヤマネジメントからデータリン

クレイヤへＴＥＩ値をわたすのに用いられる。

　（ⅱ）ＴＥＩ値の解除

ＭＤＬ－解除－要求

　このプリミティブは、ＭＤＬ－割当プリミティブによって予め割当てられたＴＥＩ値の解除をす

るためのレイヤマネジメント機能要求を伝えるのに用いられる。

　（ⅲ）誤りの通知

ＭＤＬ－エラー－表示／応答

　これらのプリミティブは、レイヤマネジメントとデータリンクレイヤエンティティ間で誤り状態

を報告するのに用いられる。

4.5　データリンクサービスのモデル

4.5.1　概　要

　レイヤ３から要求されたサービスをデータリンクレイヤが実行する能力はデータリンクレイヤの内部状

態によって定まる。レイヤ３エンティティにとって、データリンクレイヤの内部状態は、サービスを起動

するこのレイヤ３エンティティによって用いられるデータリンクサービスアクセスポイント内のデータリ

ンクコネクションエンドポイント状態で代表される。

　それゆえに、データリンクサービスは、データリンクコネクションエンドポイント状態によって定義さ

れ、そのために、データリンクレイヤにより提供される能力とサービスプリミティブは、これらの状態と

関連を持っている。

　データリンクサービスユーザがプリミティブを用てサービスを起動できるように、標準ＪＴ－Ｑ９２１

〔１〕に定義されているＤＬ－プリミティブをポイント・ポイントデータリンクコネクション（情報の確

認形又は、非確認形転送）又は、放送形データリンクコネクション（情報の非確認形転送）に関係づける

必要がある。（表２／ＪＴ－Ｑ９２０参照）
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表２／ＪＴ－Ｑ９２０　情報転送モードへのＤＬ－プリミティブ適用性

(ITU-T Q.920)

ポイント・ポイント情報転送モード 放送形情報転送
ＤＬ－プリミティブ種別

確　　認　　形 非　確　認　形 モ　ー　ド

設　　　　　　　　定 確認サービス

解　　　　　　　　放 確認サービス

デ 　　　ー　　　 タ 非確認サービス

ユ ニ ッ ト デ ー タ 非確認サービス 非確認サービス

　非確認サービスは、明確な確認を行なわないサービスとして定義される。確認サービスは、サービスの

提供者による、明確な確認が行なわれるサービスとして定義される。これらは、同位サービスユーザから

の応答とは必ずしも関連性はない。

4.5.2　レイヤ３から見えるデータリンクレイヤの表現

4.5.2.1　データリンクコネクションエンドポイント状態

　データリンクコネクションエンドポイントの各状態は、この種のデータリンクコネクションをサポート

しているデータリンクレイヤエンティティの各内部状態によってわかる。

4.5.2.2　放送形式データリンクレイヤコネクションサービス

　放送形式データリンクコネクションは非確認形情報転送サービスを提供する。各データリンクサービス

アクセスポイント内には、唯一の放送形式データリンクコネクションエンドポイントがある。

　放送形式データリンクコネクションエンドポイントは、常に情報転送状態にある。

4.5.2.3　ポイント・ポイントデータリンクコネクションエンドポイントサービス

　ポイント・ポイントデータリンクコネクションは、非確認形と確認形の情報転送サービスの両方を提供

する。各データリンクサービスアクセスポイント内には、各々のＣＥＳにより識別された１つ又は複数の

データリンクコネクションエンドポイントがあり得る。

更に、確認形情報転送サービスには、リンク設定、リンク再設定、リンク解放のサービスも含む。

ポイント・ポイントデータリンクコネクションエンドポイントの状態は以下の通りである。

－リンクコネクション解放状態

－リンク設定待状態

－リンク解放待状態

－リンクコネクション設定状態
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4.5.2.4　ポイント・ポイントデータリンクコネクションエンドポイントにおけるプリミティブのシーケンス

　このプリミティブは、データリンクサービスを受けるユーザがサービスを起動する方法を概念的に規定

するための手段を提供する。

　本節では、生じうるプリミティブのシーケンスの規定を定義している。このシーケンスは、１つのポイ

ント・ポイントデータリンクコネクションエンドポイントでの各状態と関連する。

　ポイント・ポイントデータリンクコネクションエンドポイントにおいてプリミティブが実行可能なすべ

てのシーケンスは、状態遷移図、図９／ＪＴ－Ｑ９２０に定義される。

　リンクコネクション解放及び、リンクコネクション設定状態は安定状態であり、一方、リンク設定待及

びリンク解放待は遷移状態である。
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ＤＬ－ユニットデータ

－要求／表示

注

（注）情報の欠落が有りうる。

DL－設定－表示／確認

図９／ＪＴ－Ｑ９２０　レイヤ３から見えるポイント・ポイントデータリンクコネクション

(ITU-T Q.920) エンドポイントでのプリミティブのシーケンスに関する状態遷移図
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4.6　物理レイヤへ要求するサービス

　物理レイヤへ要求するサービスは、標準ＪＴ－Ｉ４３０〔９〕又はＪＴ－Ｉ４３１〔10〕で詳細に述べ

られる。

　これは以下の様にまとめられる。

　(a)　物理レイヤに対して引渡された順にビットをトランスペアレントに伝送するための物理レイヤコネ

クション

　(b)　Ｄ－チャネルの物理状態の表示

　(c)　物理レイヤＳＤＵの形式で物理レイヤに引き渡されたデータリンクレイヤＰＤＵのデータリンクレ

イヤの優先度に従った伝送

　以上の様なサービスのいくつかはユーザ側又は網側のマネジメントエンティティ内で実現されうる。こ

れらのサービスはサービスプリミティブによって記述される。

データリンクレイヤと物理レイヤ間のプリミティブを以下に示す。

（ⅰ）ＰＨ－データ－要求／表示

　これらのプリミティブは、各々ＳＤＵの送信を要求するため、または、ＳＤＵの到着を表示する

のに用いられる。

（ⅱ）起　動

ＰＨ－起動－要求／表示

　これらのプリミティブは、物理レイヤコネクションの起動を要求するため、または、物理レイヤ

コネクションが起動されたことを表示するのに用いられる。

（ⅲ）停　止

ＰＨ－停止－表示

このプリミティブは、物理レイヤコネクションが停止された事を表示するのに用いられる。

マネジメントエンティティと物理レイヤ間のプリミティブは以下の通りである。

（ⅳ）起　動

ＭＰＨ－起動－表示

　このプリミティブは、物理レイヤコネクションが起動された事を表示するのに用いられる。

（ⅴ）停　止

ＭＰＨ－停止－要求／表示

　これらのプリミティブは、物理レイヤコネクションの停止を要求するため、または、物理レイヤ

コネクションが停止されたことを表示するのに用いられる。この要求は網側でのみ使用される。

（ⅵ）ＭＰＨ－情報－表示

このプリミティブは、ユーザマネジメントエンティティに対して物理レイヤの状態に関する情報

を表示するのに用いられる。次の２つのパラメータが定義される：接続と非接続。
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５．データリンクレイヤのマネジメント構造

　データリンクレイヤのマネジメント構造を図１０／ＪＴ－Ｑ９２０に示す。この図は例示のみを目的と

してかかれたモデルであり、インプリメントを規定するものでは無い。

　レイヤマネジメントエンティティ（ＬＭＥ）は、そのレイヤに対し広く影響を持つリソースの管理を提

供する。ＬＭＥへのアクセスは、特有のＳＡＰＩによって提供する。ＬＭＥは以下の機能を提供する。

－ＴＥＩ割当

－ＴＥＩチェック

－ＴＥＩ解除

　コネクションマネジメントエンティティ（ＣＭＥ）は、個々のコネクションに影響を持つリソースの管

理を提供する。ＣＭＥの選択は、確認形および非確認形情報転送サービスでは使用しない特別のデータリ

ンクレイヤのフレーム形式（ＸＩＤ）にもとづく。

－パラメータ初期設定（オプション）　＜本手順は標準の対象外＞

－誤り処理

－コネクションフロー制御の起動

　ＴＴＣ注）特別のデータリンクレイヤのフレーム形式（ＸＩＤ）にもとづくＣＭＥの選択は本標準の対

象外である。
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ｊ＋ｌ
データリンク
エンティティ

Ｂ－放送形式

注－ＳＡＰ６３以外のＳＡＰに対する放送形式リンクは図示されていない。

図１０／ＪＴ－Ｑ９２０　データリンクレイヤのマネジメントの機能モデル

(ITU-T Q.920)

5.1　データリンク手順

　この手順では、受信フレームの制御フィールド（標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕参照）を解析し、かつ、適

切なデータリンク同位間の応答とレイヤ間の表示を提供する。さらにデータリンクレイヤサービスプリミ

ティブを解析し、かつ、適切なデータリンク同位間のコマンド又はレスポンスを送信する。

5.2　多重化手順

　この手順では、受信フレームのフラグ、フレームチェックシーケンス（ＦＣＳ）及びアドレスオクテッ

トの解析が行なわれる。フレームが正しければ、ＤＬＣＩ（標準ＪＴ－Ｑ９２１〔１〕参照）に基づいて、

適当な各データリンク手順ブロックにフレームを分配する。

コネクション ｋ
マネジメント
エンティティ
（ＣＭＥ）

システム
マネジメントへ

システム
マネジメントへ

レイヤマネジメント
(ＬＭ)

ｌ
データリンク
エンティティ

ｋ

ｌ

ｊ

レイヤ
マネジメント
エンティティ
（ＬＭＥ）

Ｂ－
データリンク
エンティティ

多　重　化　手　順

ﾚｲﾔ３

ﾚｲﾔ２

データリンク
手順

注

SAPｎ-1SAP０

SAPｎ

ﾚｲﾔ２

ﾚｲﾔ１
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　フレームの送信に際し、この手順は、様々なデータリンク手順ブロック間との競合制御を提供する。Ｓ

ＡＰＩ＝０の情報に対し優先を与えながら、ＳＡＰＩ値に基づいて競合制御を行なう。

5.3　データリンク手順の構造

　データリンク手順の機能モデルを図１１／ＪＴ－Ｑ９２０に示す。モデルは、ポイント・ポイントと放

送形式のコネクションに対しいくつかの機能ブロックで構成される。

図１１／ＪＴ－Ｑ９２０　データリンク手順構造

 (ITU-T Q.920)

5.4　全体的なデータリンクレイヤ機能ダイヤグラム

5.4.1　概要

　前節は、データリンクレイヤ機能の概観、レイヤマネジメント、およびデータリンク手順と多重化手順

の２つの手順の型について規定している。データリンク手順と呼ばれるものは放送形式リンク手順、ポイ

ント・ポイントリンク手順、レイヤマネジメント、レイヤマネジメントエンティティおよびコネクション

マネジメントエンティティを含んでいる。

　データリンクレイヤ構造はデータリンクレイヤと関係する種々のプロトコルを記述し、データリンクレ

イヤと隣接するレイヤ３や物理レイヤやマネジメントエンティティとの関係を定義するための構成を表し

ている。データリンクレイヤと隣接レイヤとの間の相互作用は、サービスプリミティブによりモデル化さ

れる。

データリンクレイヤのデータリンク手順と多重化手順への機能分割は、これら機能ブロック間の通信を

提供する内部信号を暗示している。

････

････

CES(n)CES(1)CES(0)

SAPn

ポイント・ポイント

データリンク手順

ポイント・ポイント

データリンク手順

放送形式

データリンク

データリンク手順

多重化手順へ
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5.4.2　拡張した機能ブロックダイヤグラムとブロック間相互作用ダイヤグラム

　図１２／ＪＴ－Ｑ９２０は、図１０／ＪＴ－Ｑ９２０および図１１／ＪＴ－Ｑ９２０を合わせた機能ブ

ロック図である。

　データリンクレイヤエンティティは２つの主たる機能ブロック（多重化および同位間プロトコル処理）

から構成されている。

　多重化手順は全てのデータリンクコネクションを１つの物理Ｄチャネルコネクションに割り当てる。多

重化手順は、種々のデータリンクコネクションのための物理Ｄチャネルコネクションのユーザを表す。こ

のようにして、少なくとも１つのデータリンクコネクションをサポートするなら、そのサービスを提供す

るために物理レイヤを起動しなければならない。概念的に、機能起動は多重化手順に含まれる。

　同位間手順は、隣接するエンティティ間の相互作用の結果として起動される。

　レイヤマネジメントエンティティは、ＴＥ１マネジメントのようなデータリンクレイヤエンティティに

対しての全体的な管理サービスを提供する。

　コネクションマネジメントエンティティは、データリンクレイヤエンティティ各々に対する管理サービ

スを提供する。
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ＳＡＰ　Ｄチャネル

図１２／ＪＴ－Ｑ９２０　データリンクレイヤの機能ブロックダイヤグラム

 (ITU-T　Q.920）

レイヤ３

データリンクレイヤＳＡＰ
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コネクション

マネジメント
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（ＣＭＥ）

ポイント・ポイント

データリンク手順

放送形式

データリンク手順

レイヤ

マネジメント

エンティティ

（ＬＭＥ）

データリンク

レイヤ

放送形式

データリンク手順

レイヤ

マネジメント

（ＬＭ）

多重化手順

ＳＡＰ　Ｂチャネル

システム

マネジメント

物理レイヤ
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委員 山門　均 セイコーエプソン㈱

委員 三池田　健治 ㈱大興電機製作所

特別専門委員会 中村　信一 ㈱田村電機製作所

特別専門委員会 本多　美雄 日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ㈱

委員 中島　巳範 日本ユニシス㈱

委員 昆野　勝典 ﾉｰｻﾞﾝﾃﾚｺﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

特別専門委員 大谷　克巳 ㈱日立製作所

特別専門委員 野村　一郎 富士通㈱

特別専門委員 橋本　裕司 松下通信工業㈱

特別専門委員 相井　宏之 松下電器産業㈱

委員 今井　毅 三菱電機㈱

特別専門委員 赤津　慎二 三菱電機㈱

特別専門委員 三木　恵造 ヤマハ㈱

特別専門委員 小池田　恒行 ヤマハ㈱

特別専門委員 筋田　健二 ㈱リコー

特別専門委員 大西　伸和 ㈱松下電器情報ｼｽﾃﾑ


	　　



